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食品関連業界３団体・21 社との 

｢食材甲子園研究会｣設立のお知らせ 

 
当社は、マイクロソフト株式会社と 2006 年 1 月から共同で開始しております都道府県産品食

材の企業間電子商取引（ＢtoＢ）コンテンツ「食材甲子園」（当社ＥＭＰ事業として展開）にお

ける取組みをさらに強化し、今回、食品関連業界３団体及び 21 社と協力、定期的な意見交換等

を行う「食材甲子園研究会」を設立いたしました。その詳細につきまして、下記の通りお知らせ

いたします。 

記 

１．食材甲子園について  

「食材甲子園」は、当社が運営する｢FOODS Info Mart（フーズインフォマート）｣の食品食材

市場「eマーケットプレイス」をベースとした都道府県産品中心の企業間電子市場であり、マイ

クロソフト社が運営する中堅・中小規模事業所向けのビジネスポータルサイト「経革広場」とコ

ンテンツの連携をしながら、地域の食品食材の販売・仕入が可能な仕組みです。地方自治体、地

方銀行及び地域密着企業と連携し、全国の地域食材の販路拡大を支援しております。2007 年 1

月現在、食材甲子園の参加は 15 府県まで拡大しており、売り手企業約 300 社が参加、登録商品

数は約 4,500 アイテムとなっております。 

 

２．食材甲子園研究会設立の経緯及び目的 

これまでの「FOODS Info Mart」及び「経革広場」における「食材甲子園」の取り組みをさら

に発展させるべく、今回、新たに「後援」として社団法人日本フードサービス協会、社団法人日

本セルフ・サービス協会、社団法人日本通信販売協会、三井物産株式会社、三菱商事株式会社、

「共催・協力」として各都道府県での協業先である地方自治体・地方銀行等及びオリックス株式

会社、株式会社ワンズの協力により「食材甲子園研究会」を設立いたしました。 

■ ｢食材甲子園研究会｣の目的 

本研究会の目的は、食材甲子園への機能提供・支援を通じて、以下を実現することであります。 

・地域食材の振興や地場企業活性化の支援。 

・地域食材における伝統の継承や品質の確保、生産体制の支援及び国内における食文化の更

なる発展への寄与。 

・フード業界への食材甲子園の浸透と取引活性化策の実施。  

・IT 活用推進による地域活性化の支援。 



 
［食材甲子園 運営組織図］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都道府県産品B2B市場 食材甲子園

■買い手企業の募集
（協会員・取引先への案内）

・システム運営

・プロモーション

・売り手企業への講習会

■FOODS Info Mart買い手会員

■経革広場買い手会員

食材甲子園
今後の予定

１ 『食材甲子園新聞』の発刊

３

２

スーパーマーケットトレードショーへの出展

5 各県庁・地銀の商談会、ビジネスマッチングの集客無料買い手企業の大々的な募集

6 ４７都道府県対抗 全国大会の開催

ITを活用した販路拡大支援により、産業や経済の振興、

地域コミュニティの活性化を目的とした

企業間の全国都道府県食材市場

買い手企業メリット

・地場企業との取引強化

・全国の新規取引先の開拓

・こだわり食材、取引先の発掘

・産地との密接な連携

・業界最新情報の発信

・売り手企業の募集

・各地域最新情報の発信

■買い手企業の募集
（取引先への案内）

■決済サービス

主 催主主 催催

・マイクロソフト株式会社

・株式会社インフォマート

4 JFフードサービスバイヤーズ商談会への出展

共 催 ・ 協 力共共 催催 ・・ 協協 力力

青森県食産業活性化電子商取引推進協議会

株式会社東北銀行・株式会社テレビ岩手

株式会社千葉銀行

株式会社山梨中央銀行

株式会社静岡銀行

岐阜県庁

株式会社中京銀行

大阪商工会議所

岡山県中小企業団体中央会

南海放送株式会社・愛媛県中小企業団体中央会

株式会社十八銀行

株式会社宮崎銀行・宮崎県農業法人経営者協会

株式会社宮崎銀行

青森県

岐阜県

岡山県

長崎県

愛媛県

大阪府

宮崎県

岩手県

静岡県

千葉県

山梨県

・オリックス株式会社

・株式会社ワンズ

後 援後後 援援

 
３．今後の具体的な活動 

 今後は、日本セルフ・サービス協会主催の展示会「スーパーマーケット・トレードショー」（2007

年 2 月末開催予定）、日本食糧新聞社主催の展示会「ファベックス」（同年 4月開催予定）、日本

フードサービス協会主催の「JF バイヤーズ商談会」（同年 11 月開催予定）及び地方自治体や地

方銀行などの商談会やビジネスマッチングなどにおいても「食材甲子園」に参加する各県の売り

手企業と共に出展し、リアルな商談の場も設けてまいります。また、2007 年 3 月末に食材甲子

園に関する企業向け無料情報誌も発行、全国の食材関係事業者に配布するプロモーションも計画

しております。 

 さらなるフード業界への浸透を目指し、食品関連業界団体や食関連企業に対し、食材甲子園の

後援・共催・協力としての参加及び食材甲子園研究会メンバーとしての活動を呼びかけ、地域食

材振興に向け邁進してまいります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社団法人日本フードサービス協会

社団法人日本セルフ・サービス協会

社団法人日本通信販売協会
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・

・

・

愛知県

（事務局：宮崎県農業会議）
鹿児島県

売り手企業メリット
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【食材甲子園 研究会 参加メンバー 会社概要】             （順不同） 

社名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

マイクロソフト株式会社 ・ ダレン ヒューストン ・ コンピュータソフトウエアおよび関連製品／ 

東京都渋谷区代々木 2-2-1 小田急サザンタワー 

設立 資本金 従業員数 

1986 年 2 月 495 百万円 1,793 名 

社名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

三井物産株式会社 ・ 槍田 松瑩 ・ 総合商社 ／ 東京都千代田区大手町 1 丁目 2 番 1 号

設立 資本金 従業員数 

1947 年 7 月 295,797 百万円 連結：42,018 名 単体：5,874 名 

社名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

三菱商事株式会社 ・ 小島 順彦 ・ 総合商社 ／ 東京都千代田区丸の内二丁目 3 番 1 号 

設立 資本金 従業員数 

1950 年 4 月 198,618 百万円 連結：53,738 名 単体：5,489 名 

社名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

オリックス株式会社 ・ 藤木 保彦 ・ 多角的金融サービス業 ／ 

東京都港区芝 4 丁目 1 番 23 号 三田 NN ビル 

設立 資本金 従業員数 

1964 年 4 月 89,705 百万円 連結：16,414 名 単体：3,359 名 

協会名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

社団法人日本フードサービス協会 ・ 会長 米濵 和英（2006 年 5 月） ・ 外食産業団体 ／ 

東京都港区浜松町 1-29-6 浜松町セントラルビル 9・10F 

設立 認可 加盟企業数 

1974 年 10 月 農林水産省 830 社 

協会名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

社団法人日本セルフ・サービス協会 ・ 会長 増井 德太郎（2005 年 8 月） ・ 小売業団体 ／ 

東京都千代田区内神田 3-19-8 櫻井ビル 

設立 認可 加盟企業数 

1958 年 3 月 経済産業省 724 社 

協会名・代表者名・事業内容 ／ 所在地 

社団法人日本通信販売協会 ・ 会長 石川 博康（2006 年 7 月） ・ 通信販売業団体 ／ 

東京都中央区日本橋小舟町 3-2 リブラビル 2F 

設立 認可 加盟企業数 

1983 年 10 月 経済産業省 744 社 

2007 年 1 月現在 

 

以上 


